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共同研究講座・協働研究所を基盤とする研究開発エコシステムの構築（3） 

ｰ大阪大学大学院工学研究科における取組 Hitz 協働研究所の事例- 
 

○中澤慶久（大阪大/徳島大）・鈴木伸昭（大阪大/日立造船）・ 

後藤芳一（大阪大/機械振興協会技術研究所）・荒平智子・田中敏嗣（大阪大） 

 
１１．．ははじじめめにに  

「Industry on Campus」は、大阪大学独自の産学連携制

度である。卓抜した研究成果の社会実装とその基礎研究

へのフィードバックを通じて好循環を築き、一層大きな

革新的価値を生み出す「研究開発エコシステム」の構築

に向けた取組を進めている。 
この産学連携制度に従い事業を推進してきた工学研究

科に属する Hitz 協働研究所は、NEDO プロジェクトを起

源（1999 年開始）として、2010 年 1 月に「共同研究講座」

制度の運用を開始し、2012 年 10 月からは「協働研究所」

として段階的に運用してきた。2020 年 4 月からは第 4 ス

テージの段階に入り、2023 年 3 月まで 3 年間の期間延長

を締結している。第 4 ステージでは、11 年間継続してき

た研究所長を交代し、新任の研究所長を就任させる人事

を一新した（図 1）。また、前任者は国立大学法人の教員

（教授）に就任しており、大学への人材排出という成果

に繋がっている。 
Hitz 協働研究所から社会実装された、バイオマス由来

機能性ポリマーの「トチュウエラストマー」は、素材利用

から商品開発までを産学官連携にて実施し、ゴルフボー

ルや 3D プリンターファイラメントなどの民生品商品の

上市に成功した。更に、化粧品添加物として採用され一

般市場で販売される汎用品を誕生させた（図 2）。現在、

この事業は協働研から事業部への移管を実行している。 
また、協働研究所では親元（日立造船）の機械事業本部

と連携し、細胞培養こと作り拠点への参画や医療用装置

開発のため AMED やＡ-Step へ申請するなど、これまで

協働研で推進してきた内容に囚われず、大学と企業（事

業部）を結ぶ「研究開発エコシステム」としての拠点作り

へと変化している。 
これら一連の Hitz 協働研究所の取り組みに関する変化

は、研究開発エコシステムの構築として、これまで複数

回報告してきたので参照されたい 1～8)。 
２２．．研研究究開開発発エエココシシスステテムムのの実実施施  

協働研究所およびその出資法人からみると、研究開発

エコシステムとして最大のメリットは特別試験研究費税

額控除制度である。図 3 に示す手続きが必要ではあるが、

大阪大学と実施している共同研究開発の拠点を Hitz 協働

研究所から介する研究契約の締結を実施することによ

り、Hitz 協働研究所を維持する程度の法人税が控除対象

となるため、資金的にも持続可能な意味を持ち協働研究

所の運営可能な産学連携となっている。この制度は、産

学連携を必要とする大学側と企業側の双方にメリットが
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大きく、すなわち研究開発エコシステムそのものと実弾と言える。  

この取り組みについては、文部科学省・経済産業省が発行した「産学連携による共同研究強化のため

のガイドライン【追補版】」にも収載されている（図 4）。 

３３．．考考察察  

Hitz 協働研究所にて取り組んだ「研究開発エコシステム」は、永続的な協働研の継続で 11 年目の産学

連携活動となっている。この間の成果は、「トチュウエラストマー」という素材を創生し、社会実装に至

り、事業部移管へと展開した。更に、特別試験研究費税額控除により、持続可能な産学連携の形態であ

ることが法人内でも認知されるようになった。 
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図3 特別試験研究費税額控除制度の利用と受検
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